



Disclosure of Tax Information in Corporate Management, Based on Recent 
















































しており、本稿 3.で取り上げる OECD の国別報






















































































































 ここで、DJSI が参照する ESG 要素に関連して

























要請を受けた BEPS 行動計画が公表された 25)。
2014 年 9 月に第一報告書が公表 26)され、2015 年
10 月には最終報告書 27)が公表された。これらは、
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